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マ イ ス タ ー 社 員 就 業 規 則 

 

 

第 １ 章  総  則 

第 １ 条（マイスター社員の定義） 

この規則でマイスター社員とは、新分野の開拓および業務改善の他、社員の業務指導を目的に 

会社側からの要請で採用されて執務する契約社員の事をいう。 

第 ２ 条（目  的） 

この就業規則は本会社のマイスター社員の就業に関する事項を規定する。マイスター社員は、個人の人格

及び人権を尊重し法令に定められた者の外、全てこの規則及びこれに付随する規定に従って職場の秩序を

保持し、誠実にその業務を遂行し進んで業務効率の向上に努めて勤務するものとする。 

第 ３ 条（異  動） 

会社は業務上の都合で職場及び職種の変更を命ずることができる。 

 

 

第 ２ 章  採  用 

第 ４ 条（採用手続き） 

当社の定めにより採用された者で、当社社員定年退職を迎えた者、および当社エルダー社員定年を迎えた

者、さらには他社退職者で当社マイスター社員に応募し採用された者は会社の指定する手続き書類を提出

しなければならない。 

第 ５ 条（採用後の提出書類） 

採用者は速やかに会社所定の契約書を提出すること。 

 

 

第 ３ 章  服 務 心 得 

第 ６ 条（服務規律） 

マイスター社員は会社の規則、社命、社達に従い職制によって定められた上長の指示、命令に従って 

自己の職務に精励すること。 

第 ７ 条（機密保持） 

マイスター社員は会社の機密、取引先の内容を他にもらしてはならない。 

第 ８ 条（物品持出の禁止） 

マイスター社員は、会社の帳簿、図面等を許可なく他に示し或いは外に持出してはならない。 
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第 ４ 章 雇用期間・年齢及び勤務時間 

第 ９ 条（雇用契約期間） 

契約期間は採用日より３ヶ月を経過した月末までとする。以降、本人の能力・健康状態を会社が勘案した

労働条件を提示して本人が合意した場合、以降３ヶ月毎に契約更新を行なう。年齢については、特に制限

を持たない。 

第１０条（勤務時間） 

個別の雇用契約によって定める。但し、事業所の形態や本人の健康状態により変更することがある。 

尚、業務の都合により本条及び第１８条の規程に関わらず時間外又は休日に勤務させることがある。 

第１１条（休憩時間） 

休憩は個別の雇用契約と各事業所の形態に応じる。 

 

 

第 ５ 章 遅刻・欠勤・早退及び外出 

第１２条（遅刻・早退・私用外出） 

所定の様式により所属長に届出て承認を得ること。 

第１３条（欠  勤） 

特別の事情がない限り予め理由及び日数を所定の様式により所属長に届出て承認を得ること。 

第１４条（出退社の記録） 

   出退社については、各事業所で定められた形式にて時刻を記録し捺印すること。 

 

 

第 ６ 章 休 日 及 び 休 暇 

第１５条（休  日） 

休日は会社が定める休日に従うものとする。 

第１６条（年次有給休暇） 

  短期契約更新を繰り返し、勤務の実態に即して実質的に継続勤務として判断される場合は、入社後６か

月の継続勤務の実態、または前年度の出勤率が８割以上である者に対し、下記条件に従って年次有給休 

暇を与えるものとする。また、雇用変更に特別な条件等がなくエルダー社員からマイスター社員へ雇用

区分変更となった者に対しても継続勤務と判断、その場合の付与日数は通算した勤続年数にて 

算出した年次有給休暇日数を付与する事とする。 

１． 年次有給休暇発生基準日は、入社６か月での付与を経過したのち、４月～９月に入社した者 

は１０月１日が基準日、１０月～３月に入社した者は４月１日を基準日とし、それらを基準 

にして下記年次有給休暇付与日数表を適用する。 

（ 但し下記付与日数は、週所定労働日数が５日かつ週所定労働時間が３０時間以上の 

場合の付与日数であり、週所定労働日数が４日以下かつ週所定労働時間が３０時間 

未満の場合の付与日数については、別途労働基準法に準ずる日数を付与する )  
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【年次有給休暇付与日数表】 

入社後６ヶ月        ：  １０日 

勤続１年を超えた基準日   ：  １１日 

勤続２年を超えた基準日   ：  １２日 

勤続３年を超えた基準日   ：  １４日 

       勤続４年を超えた基準日   ：  １６日 

       勤続５年を超えた基準日   ：  １８日 

       勤続６年を超えた基準日   ：  ２０日 

２． 年次有給休暇の有効期限は付与日より２年とし、付与日から２年を経過した未消化分に 

ついては消滅する。また、最終更新契約満了日時点で、付与日より２年を経過していない 

年休未消化分があったとしても、その為に契約満了日を延ばすことはなく、未消化分は消 

滅となる。 

３. 第１項により付与された年次有給休暇については、１日を２回に分割して使用することが 

できるものとする（分割年休）。 

１回の使用単位は、①始業から昼休みまで②昼休みから終業までとする。 

第１７条（年次有給休暇請求手続） 

年次有給休暇を受けようとする者は、事前に所定の様式により所属長に申し出るものとする。 

但し、業務上止むを得ない理由で期日を変更させることがある。 

第１８条（欠勤の振替） 

欠勤は年休の限度において振替えることができる。 

その場合は速やかに所定の様式により所属長に届出るものとする。 

第１９条（特別休暇） 

特定の事由によっては、本人の申し出により会社の承認を得て特別休暇を与える。 

１．忌引休暇                         

イ 父母、配偶者、配偶者父母又は子が死亡したとき   ３日以内（ 有給 ) 

  ロ 前項に該当しない三親等以内の親族又は姻族の喪に服するとき （ 無給 ) 

  ニ 父母、配偶者又は子の法要を営むとき            （ 無給 ) 

２．隔離休暇 

感染症予防法適用地域内に居住するときは隔離期間        （ 無給 ) 

 

 

第 ７ 章  給   与 

第２０条（給与の構成） 

給与は月給制とし、その構成は下記の通りとする。 

１．基本給 

２. 通勤手当 

   但し個別の雇用契約によって定める事により、この限りではない。 

第２１条（計算期間と支払い） 

当月１日から末日までとし翌月２０日に、銀行（郵便局等金融機関）に振込支払いをする。 

支払い日が休日の場合にはその直前の営業日に支払う。 
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第２２条（基礎日数） 

給与計算上の１か月あたりの基礎日数、１日あたりの所定労働時間は契約時に締結した個別の 

雇用契約によって定めるが、月の中途において退職する場合の計算は次の通りとする。 

１．基 本 給       実働日数      

          基礎日数 （但し基本給を上限とする） 

２. 割増手当  第３０条に定める規定による 

第２３条（負担金の控除） 

給与支払いの際、法令に定められた負担金は各自の給与から控除する。 

第２４条（基 本 給） 

基本給はマイスター社員採用時における基本給とする。 

第２５条（昇   給） 

昇給は原則として行わない。 

第２６条（有給休暇期間中の給与） 

年次有給休暇、有給扱いの特別休暇の場合は、出勤したものとして計算する。 

第２７条（欠勤、遅刻及び早退又は私用外出の場合の控除） 

欠勤、遅刻、早退又は私用外出のある場合は、次の額を給与より控除する。 

１．欠勤の場合 

１日につき 基本給／基礎日数 但し、控除額は基本給を上限とする。 

２．遅刻、早退又は私用外出の場合 

基本給／基礎日数／１日所定労働時間／６０×（遅刻、早退又は私用外出の時間） 

第２８条（業務上の疾病による途中退出および退社） 

所定時間就業したのものとして計算する。 

第２９条（通 勤 手 当） 

自動車、バイク、公共の交通機関、自転車での通勤を希望する者は所定の様式にて各交通手段での 

通勤を申請、その上で下記の許可条件に適合した者に、通勤費を原則１か月払いにて支給する。 

但し自転車、徒歩通勤者への通勤手当の支給は行なわない。 

１．自動車、バイク（自動二輪ならびに原動機付自転車）による通勤 

① 申請者は、自動車損害賠償責任保険のほか、自動車・バイクともに、「対人賠償保険：無制限」

「対物賠償保険：1,500 万円以上」の自動車保険（任意保険）に加入していることを 

「MHR10-205 住所及び通勤区間(変更)届」提出時に保険証の写しを添付し確認を受けなけ 

ればならない。また、保険内容に変更があった場合にも速やかに届け出ることとする。 

② 免許取得後１年以上の乗車経験があること。但し、自動車（バイク）通勤でしか通勤でき 

ない拠点勤務者は除く。 

③ 通勤距離が片道１km 以上に通勤手当を支給する。 

④ 通勤手当の支給距離は、本人居住地より会社正門までの最短の走行距離を基準とする。 

⑤ 走行距離の１km に満たない端数は、四捨五入とする。 

⑥ 自動車、バイク通勤者に対する通勤手当の支給額算出については次の通りとする。 
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   ・１日あたりの往復通勤走行距離×１／８ｋｍ×基準ガソリン単価×基礎日数 

・ガソリン単価は、石油情報センター発表全国平均小売価格を基に年に二回１１月給与、 

５月給与時に過去１年分平均値を確認、±１０円以上となった場合には、基準ガソリン 

単価を見直す。但しガソリン単価は５円単位で切り上げ（例：１３４円→１３５円、 

１３７円→１４０円）、さらに最終合計支給額は５０円単位で切り上げるものとする。 

    ただし往復通勤走行距離１００ｋｍ以上については一律の金額とする。 

⑦ 駐車場代については、公共交通機関での通勤が可能な拠点に勤務する者は、全額自己 

負担で個人が駐車場を契約、自動車通勤でしか通勤できない場所であると会社が判断し、 

敷地内・敷地外へ契約する必要がある場合は契約者は適宜、代金は全額会社負担とする。 

２．公共の交通機関による通勤 

① 本人居住地の最寄駅から勤務地の最寄駅までの距離が、片道１km 以上の者に対し定期券 

又は定期券相当額を支給する。ただし居住地から最寄りのＪＲ・私鉄線の駅までのバス代 

については、乗車停留所から降車停留所までの距離が片道１km 未満の場合は通勤手当を 

支給しない。（最寄駅とは、ＪＲ・私鉄線の駅及び都・市電又はバス停留所をいう。） 

     ② ２つ以上の通勤路線があるときは、原則として最低料金の路線を基準とする。 

     ③ 新幹線通勤については、現在会社は必要性を認めていない。 

３．支給額日割り基準 

① 入退社に伴う日割り計算を行なう場合には、次の通りとする。 

・自動車、バイク通勤者は、通勤手当月額／基礎日数×出勤日数 を支給額とする。 

・公共交通機関通勤者は、出勤日数×１日単位の往復公共交通機関料金 を支給額とする 

② 転居に伴う日割り計算の場合 

・自動車バイク通勤者で転居に伴い移動距離が変更になった場合は、 

旧通勤手当月額／個別基礎日数×出勤日数手当＋新通勤手当月額／基礎日数 

×出勤日数 を支給額とする。 

・公共交通機関から自動車バイク通勤者に変更、もしくは自動車バイク通勤者から公共交通 

機関に変更になった場合は、自動車バイク通勤手当月額／基礎日数×出勤日数＋ 

公共交通機関での出勤日数×１日単位の往復公共交通機関料金 を支給額とする。 

４．自転車による通勤 

      申請者は、自転車損害賠償責任保険（任意保険）に加入していることを「MHR10-307 自転 

車通勤申請書」提出時に保険証の写しを添付し確認を受けなければならない。また、保険 

内容に変更があった場合にも速やかに届け出ることとする。 

   ５．重 複 

   総務人事センター所長は、自動車、バイク、公共の交通機関、徒歩又は自転車の利用に関し、

重複許可は行なわない。通常は同一車両にて通勤することとし、車検・その他の事情により、
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短期的に登録車両以外で通勤する場合も、駐車許可証を携行すること。 

但し、個人の事情により登録車両以外で通勤し、万が一事故等があった場合は、自己の責任と

して処理すること。 

   ６．届出義務 

      通勤手当に関わる届出内容に変更が発生した場合は、速やかに総務人事センターへ届出を行な

うこと。但し原則自己都合による 1 か月未満の変更については支給額の変更は行なわないもの

とする。 

７．許可の取消し 

      総務人事センター所長は、通勤途中に自己の一方的な過失によって交通事故を起こした者や本

規程に違反した者に対し、自動車、バイク、自転車での通勤許可取消しを行なうことが出来る。 

８．損害補償 

     会社は自動車、バイク、自転車通勤者が起こした駐車（駐輪）場内、あるいは通勤途上での事故

について一切責任を負わず、また駐車中（駐輪中）の盗難、破損等の損害に対する補償も行なわ

ない。また、自動車、バイク、自転車通勤者が事故を起こした結果、会社が損害を受けた場合、

会社が受けた損害を請求することができる。 

９．業務上の使用 

   マイカー通勤者は、原則的に会社業務のために自己の自動車を使用してはならない。 

業務上使用する場合には別途、社有自動車管理服務規定に基づく必要がある。 

第３０条（割増手当） 

１．時間外手当 

所定勤務時間外に勤務した場合は、１分間につき以下に算定した時間給を適用する。 

（ここでいう所定労働時間は、契約時に個別の雇用契約によって定めた 1 か月の所定勤務 

時間のことである。） 

・１か月６０時間以下の時間外労働について 

基本給／所定労働時間×１.２５÷６０ 

     ・１か月６０時間超えの時間外労働について（法定休日に行なった労働時間は含めない） 

基本給／所定労働時間×１.５÷６０ 

１か月あたりの集計単位は１分単位とする。 

    但し１日の所定労働時間が８時間に満たない場合は、８時間を超えた時間から適用となる。 

２．休日出勤手当 

休日に出勤した場合は、１分間につき以下に算定した時間給を適用する。 

基本給／所定労働時間×１.３５÷６０ 

１ヶ月あたりの集計単位は１分単位とする。 

所定勤務時間勤務した場合の勤務時間は７.７５時間として計算する。 

３．休日出勤の代休 

休日出勤をした場合には本人の希望により代休を取得することができる。 

その場合は所定の諸休暇届に休日出勤をした日付を明記して代休を取得することを 
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明らかにし所属長に届出るものとする。 

第３１条（賞与・業績配分） 

マイスター社員雇用契約については支給しない。 

第３２条（退職慰労金） 

マイスター社員雇用契約については支給しない。 

 

 

第 ８ 章  弔 慰 見 舞 金 

第３３条（弔 慰 金） 

従業員及びその親族が死亡したときは、次の区分により弔慰金のみ支給する。 

１. 本人の場合 

イ 業務上の理由で死亡の場合       200,000 円 

ロ 業務外の理由で死亡の場合       100,000 円 

２. 親族の場合 

イ 実父母・養父母・配偶者父母   30,000 円 

ロ 配偶者（内縁を含む） 50,000 円 

ハ 子女（養子を含む） 30,000 円 

 

 

 第 ９ 章  休職・休業・退職及び解約 

第３４条（休  職） 

休業休職は基本的に認めない。 

第３５条（退  職） 

退職するときは２週間前までに理由を記載した退職願を所属長を経由して会社に提出すること。 

第３６条（解  約） 

次の各号の事項に該当するときは解約とする。 

１．医師の診断に基づき精神又は身体の障害により勤務に堪えないと認めたとき。 

２．刑事事件で有罪が確定したとき。 

３．採用決定の要素となるような事項を偽って雇用されたとき 

４．無断欠勤が実働で５日以上に及んだとき。 

５．前各号に準ずる懲戒処分に価するような不適当な行為のあったとき 

 

（付    則） 

第３７条 本就業規則は２０２４年 １月 １日より実施する。 

 

（２０２４年 １月 １日施行） 
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日付 改訂番号 理由 作成 承認 

2024/01/01 -01 雇用形態の見直しにより、新規制定。 右 田 耕 一 三 代 博 文 

2024/05/01 -02 
第１６条 「① 当社定年退職者は、退職時の休暇残日数を 

繰越使用する事が出来る。但しその退職時の休暇残日数は、 

付与日より２年で消滅する」を削除。 

②の付番を削除し、但し を追記。 

２．「第１項により付与あるいは繰り越された」のあるいは 

繰り越 を削除。 

第２０条 「但し個別の雇用契約によって定める事により、 

この限りではない」を追記。 

杉 山 恵 美 三 代 博 文 

2024/7/1 -03 
第９条（雇用契約期間） 

「健康状態を勘案し」を「健康状態を会社が勘案した労働条件

を提示して」へ変更。「会社が必要と判断し」を削除。 

尚、上記改訂はハローワーク平塚の指導により行った。 

右 田 耕 一 右 田 耕 一 

2024/9/18 -04 
第１６条(年次有給休暇) 

「短期契約更新を繰り返し、勤務の実態に即して実質的に継

続勤務として判断される場合は、入社後６か月の継続勤務の

実態、または前年度の出勤率が８割以上である者に対し、下記

条件に従って年次有給休暇を与えるものとする。また、雇用変

更に特別な条件等がなくエルダー社員からマイスター社員へ

雇用区分変更となった者に対しても継続勤務と判断、その場

合の付与日数は通算した勤続年数にて算出した年次有給休暇

日数を付与する事とする」を追記。 

「１.基本的に１契約期間３か月につき３日、１契約期間が６

か月の場合は６日の有給休暇を付与する。但し、１契約期間ご

とに付与された休暇残日数は、翌契約更新時に繰越しするこ

とはできない。」を削除。 

「１.年次有給休暇発生基準日は、入社６か月での付与を経過

したのち、４月～９月に入社した者は１０月１日が基準日、 

１０月～３月に入社した者は４月１日を基準日とし、それら

を基準にして下記年次有給休暇付与日数表を適用する。（但し

下記付与日数は、週所定労働日数が５日かつ週所定労働時間

が３０時間以上の場合の付与日数であり、週所定労働日数が

４日以下かつ週所定労働時間が３０時間未満の場合の付与日

数については、別途労働基準法に準ずる日数を付与する )」

を追記。 

【年次有給休暇付与日数表】を追記。 

「２．労働基準法により」の付番を「３．労働基準法により」

へ変更、「２．年次有給休暇の有効期限は付与日より２年とし、

付与日から２年を経過した未消化分については消滅する。ま

た、最終更新契約満了日時点で、付与日より２年を経過してい

ない年休未消化分があったとしても、その為に契約満了日を

延ばすことはなく、未消化分は消滅となる。」を追記。 

右 田 耕 一 加 藤 奈 沖 

 

 


